






















































製造業計 100.0 100.0 100.0 100.0
食料品・たばこ・飼料等 13.0 19.9 10.9 14.5
繊維・衣服等 1.4 5.6 1.5 5.2
木材・木製品等 1.6 3.1 1.6 3.5
パ ル プ・紙製品 3.2 2.9 2.4 2.5
出版・印刷 1.2 2.5 2.4 4.3
化学・石油製品 1.6 0.5 12.9 4.3
プ ラ ス チ ッ ク製品 1.6 1.6 3.7 5.3
ゴム 製品 0.2 0.3 1.0 1.5
窯業・土石製品 0.7 1.2 2.5 3.6
鉄鋼業 4.8 3.8 5.7 2.5
非鉄金属 0.3 0.6 2.3 1.6
金属製品 6.3 7.4 4.8 8.3
一般機械 22.2 19.2 10.5 12.0
電気・情報通信機器・電子部品等 23.8 21.5 16.6 14.9
輸送用機器 0.2 0.8 18.1 11.2
精密機械 16.3 5.9 1.3 1.8
























































































































業 種 度 数 構成 比 （工業統計 ） 
食料品・たばこ・飼料 等 13 13.7 % 13.9 %
繊維・衣服 等 8 8.4 % 9.9 %
木材・木製品 等 3 3.2 % 8.6 %
パルプ・紙製 品 2 2.1 % 2.0 %
出版・印 刷 4 4.2 % 5.0 %
化学・石油製 品 0 0.0 % 1.5 %
プラスティック製 品 2 2.1 % 1.6 %
ゴム製 品 0 0.0 % 0.4 %
窯業・土石製 品 2 2.1 % 1.9 %
鉄鋼 業 3 3.2 % 3.4 %
非鉄金 属 2 2.1 % 1.1 %
金属製 品 15 15.8 % 14.8 %
一般機 械 14 14.7 % 20.2 %
電気・情報通信機器・電子部品 等 6 6.3 % 8.2 %
輸送用機 器 2 2.1 % 1.1 %
精密機 械 5 5.3 % 2.2 %
その 他 14 14.7 % 4.2 %


























度 数 構成 比 度 数 構成 比 
1～9 14 14.7 % 12 12.6 %
10～19 31 32.6 % 27 28.4 %
20～29 14 14.7 % 15 15.8 %
30～39 6 6.3 % 9 9.5 %
40～49 4 4.2 % 5 5.3 %
50～59 6 6.3 % 5 5.3 %
60～69 7 7.4 % 6 6.3 %
70～79 1 1.1 % 4 4.2 %
80～89 3 3.2 % 1 1.1 %
90～99 0 0.0 % 2 2.1 %
100～ 8 8.4 % 9 9.5 %
無回答 1 1.1 % 0 0.0 %
合計 95 100.0 % 95 100.0 %
従業員 数 パート等含ま ず パート等含 む 
【図表５】従業員数
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化ない 減少し た 無回答 合計 
食料品・たばこ・飼料等 0 1 3 3 6 0 13
繊維・衣服 等 0 0 3 3 2 0 8
木材・木製品 等 0 1 2 0 0 0 3
パルプ・紙製 品 0 0 1 1 0 0 2
出版・印 刷 0 0 3 0 1 0 4
プラスティック製品 0 0 0 0 2 0 2
窯業・土石製 品 0 0 2 0 0 0 2
鉄鋼 業 0 1 2 0 0 0 3
非鉄金 属 0 0 1 1 0 0 2
金属製 品 0 6 8 1 0 0 15
一般機 械 1 6 6 1 0 0 14
電気・情報通信機器 0 1 3 0 0 0 4
電子部品 等 0 1 0 0 1 0 2
輸送用機 器 0 1 1 0 0 0 2
精密機 械 0 0 4 1 0 0 5
その 他 1 3 6 0 3 1 14


















従業員数の変 化 度数 構成比 
倍以上に増え た 0 0.0%
かなり増加し た 14 14.7%
やや増加し た 32 33.7%
あまり変化な い 31 32.6%
減少し た 17 17.9%
無回 答 1 1.1%
合 計 95 100.0%
【図表９】ここ５年間の従業員数の変化
0 0 4 0 9 0 13
0 0 4 2 2 0 8
0 0 3 0 0 0 3
0 0 1 1 0 0 2
0 0 3 1 0 0 4
0 0 0 0 2 0 2
0 0 2 0 0 0 2
1 1 1 0 0 0 3
0 0 1 0 1 0 2
3 2 8 2 0 0 15
0 3 8 2 1 0 14
0 0 3 1 0 0 4
0 0 0 1 1 0 2
0 1 0 1 0 0 2
0 1 2 2 0 0 5
0 3 7 1 2 1 14

























































不満 無回答 合計 
倍以上に増えた 1 3 0 0 0 4
かなり増加した 4 5 2 0 0 11
やや増加した 2 33 12 0 0 47
あまり変化ない 0 4 6 4 0 14
減少した 0 0 5 13 0 18
無回答 0 0 0 0 1 1
合計 7 45 25 17 1 95
倍以上に増えた 25.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
かなり増加した 36.4% 45.5% 18.2% 0.0% 0.0% 100.0%
やや増加した 4.3% 70.2% 25.5% 0.0% 0.0% 100.0%
あまり変化ない 0.0% 28.6% 42.9% 28.6% 0.0% 100.0%
減少した 0.0% 0.0% 27.8% 72.2% 0.0% 100.0%
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
合計 7.4% 47.4% 26.3% 17.9% 1.1% 100.0%
【図表11】業績等全般に対する評価

















































化ない 減少した 無回答 合計 
既存顧客・取引先との取引深耕 0 10 14 7 6 0 37
コストの削減 0 9 15 7 7 0 38
不採算部門の整理 0 0 2 1 1 0 4
自動化・省力化・ＩＴ化 0 2 4 1 1 0 8
外注化 0 2 4 1 0 0 7
内製化 0 2 3 0 1 0 6
積極的な設備投資 0 6 15 2 1 0 24
主要事業の高度化 0 1 3 1 0 0 5
増資・規模の拡大 2 3 0 0 0 0 5
新規顧客・取引先の拡大 1 7 13 3 5 0 29
新製品・サービスの開発 2 2 5 3 3 0 15
新規事業への進出 0 2 4 1 3 0 10
営業力の強化 1 1 8 2 3 0 15
研究開発の充実 0 2 3 1 1 1 8
従業員教育の充実 0 4 6 0 1 0 11
優秀な人材の確保 0 4 14 0 3 0 21
組織体制の充実・効率化 0 4 9 0 0 1 14
経営戦略等の明確化 0 1 0 0 3 0 4
その他 0 0 1 0 0 1 2
有効回収数 2 21 45 11 15 1 95
【図表13】ここ数年特に力を入れてきたこと（３つまで）～売上高の変化別

























































































0 8 14 5 8 0 35
1 12 14 6 5 0 38
0 0 3 2 1 0 6
0 6 10 2 2 0 20
0 0 3 0 0 0 3
0 1 1 0 1 0 3
0 6 13 0 1 0 20
0 4 6 2 0 0 12
0 4 0 0 0 0 4
1 5 18 6 8 0 38
2 4 9 5 6 0 26
0 7 3 1 3 0 14
1 11 21 2 8 0 43
0 3 9 2 2 1 17
0 8 13 3 3 0 27
2 8 31 2 6 0 49
1 7 15 3 5 1 32
0 5 7 3 3 0 18
0 0 0 0 0 1 1








化ない 減少した 無回答 合計 
既存顧客・取引先との取引深耕 
コストの削減 
不採算部門の整理 
自動化・省力化・ＩＴ化 
外注化 
内製化 
積極的な設備投資 
主要事業の高度化 
増資・規模の拡大 
新規顧客・取引先の拡大 
新製品・サービスの開発 
新規事業への進出 
営業力の強化 
研究開発の充実 
従業員教育の充実 
優秀な人材の確保 
組織体制の充実・効率化 
経営戦略等の明確化 
その他 
有効回収数 
【図表16】注力すべき重要な課題（５つまで）～売上高の変化別
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４．おわりに
長岡地域の製造業では、この５年間、先の見えなかった深刻な不況を経て、大震災、水害などの自然災害も経験
するなか、多くの企業が発展、成長を遂げてきている。後半にみたように、企業はコスト削減、取引拡大、設備投
資、人材等の面を中心に改善に取り組んでいる。さらに、成長度合いの高い企業では、既存顧客・取引先との取引
深耕、コスト削減、新規顧客・取引先の拡大、および設備投資にとりわけ積極的であった。また、これまで多くの
長岡地域企業で不十分だった人材面や組織面での取り組みが、今後の課題に関して鍵だと認識されている。特に低
成長企業では取引拡大の志向が、高成長企業以上に志向されている点も示唆された。これらのポイントは今後、長
岡地域企業がステップアップしていくための方向性を考える上で１つのヒントになりそうである。
また、本稿では十分まとめきれなかったが、成長企業に対するヒアリング調査によると、かならずしも成長志向
一辺倒ではなく、市場規模をにらんで自社の「適正規模」を維持したいとする企業や、経営資源をあえて営業に割
かずに顧客との親密な関係維持や品質向上に特化する経営を志向し成功している企業もあった。さらに、規模拡大
はえてして製品のコモディティ化をもたらし価格競争に巻き込まれうるとの考えから、規模拡大を避け同時にコス
ト削減の優先度合いを下げているという企業もあった。このように企業の対応は多様化しているが、そうした経営
戦略の多様性も踏まえたうえで、発展・成長に向けた長岡地域企業の発展モデル構築がわれわれの今後に向けた研
究課題である。
〔註〕
（注１）本稿の執筆の基礎となったアンケート調査ならびにヒアリング調査では、企業の方々から多大なご教示をい
ただきました。アンケート及びヒアリング調査にご協力いただきました企業の皆様に感謝申し上げます。
（注２）本レポートの執筆時点で工業統計調査の市町村編が公表されているのは2005年調査の結果までであるため、
2005年調査以前の結果を参照している。速報性の点で問題が無いわけではないが、2005年以降全般的にはお
おむね業況の回復局面が続いているため、2005年のデータから現時点の傾向は把握できると考えられよう。
（注３）2004年に日本標準産業分類の大幅な改訂が行われている。製造業に関しては、出版・印刷（「出版・印刷・
同関連産業」）のうち「新聞業」と「出版業」が情報通信業の１部、すなわち非製造業として整理され、ま
た電気機械（「電気機械器具製造業」）が電気機械、情報通信機器（「情報通信機械器具製造業」）、電子部品
等（「電子部品・デバイス製造業」）の３つに分けられるなどの変更がされている。それらの業種については
2000年と2005年とを比較する上で注意が必要である（詳細は総務省統計局の日本標準産業分類〔平成14年３
月改訂〕に関する資料のホームページ〔URL http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/〕を参照されたい）。
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【資料】アンケート調査票（１ページ目のみ：２ページ目「自由回答欄」省略）
